



－ 「機振法」の制定･施行を中心に － 
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－55 年）と第２次合理化計画（56－60 年）の実施、58 年からの公開販売制の導入、さら
に 59年からの設備投資調整の本格化があって、60年以降の勧告操短へとつづく。機械工業











３ 1950年代後半の機械工業の変貌 「機振法」･「電振法」の時代背景 
 1950 年代前半に産業合理化政策が相次いだあと、日本の機械工業は 55 年以降の世界的
なブームにも乗って、画期的な成長･発展を見せた。56（昭和 31）年、造船業が国別進水量
でイギリスを抜いて世界一の地位に躍りたことは象徴的で、その 12 年後の 68 年には世界
総進水量の 50%を超えるにいたった。しかし、造船業が世界一になった理由として、なに
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電子工業もその前の機械工業も鈴木義雄さんの時です。鈴木さんは 3 年近く重工業局長を

































   
〔昭和〕28，29年当時は、①機械工業とはどのようなものなのか、②日本の機械工業は世界





























  前田 そうですね、適用除外論ですね。 








































（イ）基礎機械部門･･････工作機械、鋳鍛圧機械、機械工具、電気溶接機、電気計測機          
           機械的測定機、金型 
（ロ）機械共通部品部門･･････軸受、歯車、ネジ、バネ、銑鉄鋳物、鋼鋳品、可鍛鋳物、 
           鍛鋼、鍛工品、ダイカスト２５） 
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の 15 億円の特別融資を確保し、さらに一般の開銀融資、中小企業金融公庫（昭和 36 年よ
り実施）の融資により資金確保に努めると宣言している２６）。 
合理化を必要とする機種を「特定機械」とし、それぞれ業種が「合理化基本計画」を定
















































して指定された機種とその後の推移を示す。57･58 年に 4 機種加えられ、1960 年の期限切
れの時点で 21 機種を数える。日機連は 54 年 6 月以来、通産省重工業局幹部と毎月定例の
懇談を行い、輸出入取引法の改正、ガット加入、輸出所得控除制度の拡充など機械業界の
問題について意見交換が59年度まで続けられたとあるが３１）、機振法にふれた記録は見出さ
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表１ 特定機械指定機種の推移（昭和 31－45年度） 
対 象 機 種 指定年度 対 象 機 種 指定年度 
研磨砥石 







































































  農業機械 


























注 ① マル印は昭和 31年当初から特定機械と指定された機種。 
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表－２ 日本開発銀行による特定機械融資実績 
        （単位 百万円、％） 






 金  型 
 鍛圧機械 
 そ の 他 
共通部品 
 軸  受 
 銑鉄鋳物 
 鋳 鍛 鋼 
 ね  じ 
 鍛 工 品 
 歯  車 
 ダイカスト 












  185  (1,7) 
 397  (3,7) 
  456 (4,3) 
509  (4,8) 
3,055 (28,8) 
  275  (2,6) 




886  (8,4) 
  535  (5,0) 
  414  (3,9)  
 1,900 (17,9) 
 1,388 (13,1) 




  386  (3,6) 
 8,831 (25,7) 
  3,765 (10,9) 
    755  (2,2) 
  2,009  (5,8) 
762  (2,2) 
    345  (1,0) 
    230  (0,7) 
    965  (2,8) 
   7,683 (22,3) 
   2,745 (8,0) 
   1,050 (3,1) 
     400 (1,2) 
     817 (2,4) 
   650 (1,9) 
     765 (2,2) 
     656 (1,9)  
     600 (1,7) 
  17,905 (23,0) 
  11,044 (32,1) 
     190 (0,6) 
    1,280 (3,7) 
     865 (2,5) 
     910 (2,6) 
   3,616 (10,5) 
 3,060  (11,4) 
  480   (1,8) 
 1,720   (6,4) 
 415  (1,5) 
 305  (1,1) 
30  (0,1) 
   10   (0,0) 
  100   (0,4) 
 7,310  (27,2) 
 2,400  ( 8,9) 
 1,865  (6,9) 
    60  (0,1) 
 1,025  (3,8) 
680  (2,5) 
300  (1,1) 
485  (1,8) 
495  (1,8) 
21,420 (79,6) 
17,215 (64,0) 
 1,520   (5,6) 
   250   (0,9) 
   640  (2,4) 
    80   (0,3) 
2,715  (8,1) 
17,545  (22,8) 
 6,875   (8,9) 
2,475   (3,2) 
 3,901   (5,1) 
 1,252   (1,6) 
  772    (1,0) 
  696    (0,9) 
 1,574   (2,0) 
18,048  (23,5) 
 5,420   (7,1) 
 3,521   (4,6) 
  460    (0,6) 
 2,181   (2,8) 
 1,330   (1,7) 
1,951   (2,5) 
 1,676   (2,2) 
 1,509   (2,0) 
41,225  (53,7) 
29,647  (38,6) 
 1,836   (2,4) 
 1,530   (2,0) 
 1,505   (2,0) 
  990    (1,3)  
 5,717   (7,4) 










〔開銀〕    
 
事 業 者 → 地方通産局 → 本  省 →  開  銀 → 事 業 者 
   〔申請〕   〔経由〕    〔推薦〕 〔承諾〕   
                  
〔中小公庫〕              
 
 本  省  
               ↑ 〔連絡〕 
事 業 者 →  地 方 通 産 局  
     〔申請〕        ↓ 〔推薦〕 
中小公庫支店 →  本  店  






第１次機振法の５年間（1956－60 年度）では、資金枠 115 億円に対し、「承諾」は 112
億 5500万円でその比率は 97.9%であり、すなわち 97.9%を「消化」したということになる。
額が 539億 2400万円で、同じくその比率は 89.9%である。 
表－３－３から、特定機械全体としては、1956－60年度の推薦額 137億 8600万円、う
ち承諾された分は 104億 8100万円で 76.0%と消化率は悪い。これに対し、61－65年度で
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表－3－１ 機振法と電振法にもとづく合理化資金枠 






    
表―３－２ 機振法と電振法にもとづく合理化資金融資「承諾」実績 
        （単位 百万円） 
 昭和 31－35年度 36－40年度  31－40年度 
特定機械（A）   11,225   34,198   45,423  開銀 
電子工業（Ｂ）    745    3,126    3,871 
  Ａ ＋ Ｂ   11,970     37,324   49,294 
公庫 特定機械（Ｃ）      19,726   19,726 
Ａ ＋ Ｃ（特定機械）   11,225     53,924   65,149 
 
表－3－3  機振法にもとづく主要機種の合理化資金融資「推薦」と「承諾」の実績 
          （単位 百万円、％） 
昭和 31－35年度 36－40年度  
融資推薦額 融資承諾額 比 率 融資推薦額 融資承諾額 比 率 
総   額 13,786  10,481 76.0 54,714   50,226  91.8 
銑鉄鋳物 
軸  受 
歯  車 
金属工作機械 
切削工具 
金  型 
自動車部品 
     812 
     327  
    1,408 
    3,646  
    1,800 
      481  
     1,819 
     696 
     275 
     886 
    2,870 
    1,172 
      397 
    1,585 
  85.7 
  84.1 
  62.9 
  78.7 
  65.1 
  82.5 
  87.1 
   3,583 
   3,258 
   1,762 
   5,226 
   2,491 
   1,685 
  13,829 
   3,280 
   3,238 
   1,553 
   4,252 
   2,500 
   1,500 









注 ① 表－3－2の特定機械に対する承諾額と 3－3の融資承諾額とは一致しない。 
  ② 表－3－3の比率は承諾額を推薦額で除したもの。 
 昭和 31－35年度 36－40年度  31－40年度 
日本開発銀行   11,500   39,000   50,500 
中小企業金融公庫      21,000   21,000 



























































































































電気機器総合メーカーなどに多く、高い技術水準を備えている。表－4 は、これも 1968 年
時点の統計だが、金型企業数のうち大きな比率を占めているのは中小企業であることを示




 30人以下 31～100人101～300人 300人以上 合  計 
企業数（Ａ）  ３０６  １０５   ３５   １５  ４６１（Ｂ） 
シェアＡ／Ｂ   ６６％ ２３％    ８％    ３％   100％ 
生産シェア   １２％   ４１％  ２３％   ２４％   100％ 
出所 『日本の機械工業』、499頁 （原注）昭和44年3月機械工業振興臨時措置法に基づく調査による 
   
この業界をケース・スタディの対象としてとりあげる際の貴重な資料『創立20年のあゆ
み』（1977年）を編集刊行した日本金型工業会の創立されたのは、57（昭和32）年である。 
その経過を追うと、56 年 6 月の機振法施行に先立って、通産省鋳鍛造品課が中心となっ
て東京･名古屋･大阪という金型生産の集中地帯の金型業者に呼びかけを行い、56年〔55年





























































むすびに 機振法の成果 業界団体 
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電振法を中心に、1950年代の機械工業と電子工業の育成政策を詳述したもので、このふたつの法律に
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 通商産業省『通商産業政策史』第 6 巻・第 5 章・第 5 節「機械・電子工業の育成」1989
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Industry policy and Industrial associations  




 The Japanese economy grew ａt high average rate during the period from the 
second half 1950s until the first half 1970s.  The machinery industries played an 
important role in the rapid growth of the Japanese economy. In 1956 the Japanese 
machinery industries made aggressive equipment investments and began to make 
stride. The Extraordinary measures law for the promotion of machinery industries(the 
Machinery industries law)was enacted in this year.  
 Application of the Machinery industries law designed for basic machinery and 
component industries, in which there were high percentages of small companies, played 
an important role in modernizing the equipment of small and medium enterprises, 
supplying high-tension castings, screw, gears, metallic mold, metalworking machines, 
bearings, automotive parts and others. The Japan development bank were made 
available for industries producing specified machines. In this case industrial 
associations, which were organized by individual machinery companies, played a 
specific role. 
 The author of this paper has tried to investigate relations among MITI (the Ministry 
International Trade and Industry), industrial associations and machinery companies in 
the Japanese rapid economic growth years. 
 
